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や国際経済法における相互主義の現実的基盤自体が変容しているわけではな
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妥当性を背景に
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スを用いた GATS 議定書の締結、（ 2 ）WTO 設立協定附属書 4 上の「複数
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　他方、（ 3 ）の TiSA 交渉国間での FTA 締結という選択肢については、
FTA がそもそも最恵国待遇原則の例外ゆえにただ乗りを容易に回避するこ
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たな法形成の原動力となり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、かえって法秩序の分極化・多極化をもたらしか
ねない要因となっている。

















が FTA には導入される。たとえば、FTA の運用には必須となる原産地規



































レベルでの約束表修正手続を経る必要があるが（GATS 5 条 5 項）、これに
反して個別国家間のみで自由化水準の後退が進められ FTA が締結されたと
しても、上と同様の理由で第三国が他国の FTA の WTO 整合性に関心を持
つのは稀である。したがって、手続的に問題のある GATS マイナスの導入





　また、後者の特殊な最恵国条項とは EU・CARIFORUM EPA に導入さ
れたものであるが、 同 EPA19条 2 項によれば、 カリブ海諸国 （CARIFORUM） 














に、「主要通商国」に該当する第三国が CARIFORUM 諸国と将来 FTA を
締結する場合、CARIFORUM 諸国が当該第三国に付与した利益は EU にも
等しく均霑しうるので、当該第三国が FTA によって獲得する有利な競争条
件は事実上無意味化してしまう。したがって第三国は CARIFORUM 諸国




















3 か国間の FTA において二辺的な権利義務関係が複数設定されることとな
った
（183）
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盤としつつ FTA が形成される限りは、FTA も国際経済活動の規律にとっ
て有用な手段たりうるが、今後 FTA を舞台に法と経済の調和が進み、他方





























　 か つ て の GATT 事 務 局 長 オ リ ヴ ィ エ・ ロ ン グ（Olivier Long） は、
「GATT における法の地位およびその限界は、多数国間法秩序と時としてそ
れと対立する国家の通商上の利益の共存（the coexistence of a multilateral 










所見は当然 WTO にも妥当する。もちろん、GATT/WTO 体制は条約当事
国間の共通利益の実現を志向するものであるが、そのための手段として最恵
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国待遇原則だけでなく相互主義をも採用していることが示すとおり、そこで
の共通利益とは条約当事国の個別利益を担保する限りにおいて
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